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市第 119 号議案 

   特定非営利活動促進法施行条例の一部改正 

 特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

   令和７年２月７日提出 

                 横浜市長 山 中 竹 春 

横浜市条例（番号） 

   特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例 

 特定非営利活動促進法施行条例（平成24年２月横浜市条例第２号

）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第32条」を「第31条の２」に改める。 

第４章中第32条の前に次の１条を加える。 

（情報通信技術を利用する方法による手続） 

第31条の２ 法第74条の規定により読み替えて適用する情報通信技

術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律第 151 号

）第６条から第８条までの規定に基づき、法第74条に規定する手

続を電子情報処理組織（市長の使用に係る電子計算機（入出力装

置を含む。以下同じ。）とその手続の相手方の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下

同じ。）を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法に

より行う場合について必要な事項は、規則で定める。 

２ 第４条第２項、第16条各項、第18条及び第24条の規定による書

類の提出については、これらの規定にかかわらず、電子情報処理

組織を使用する方法であって規則で定めるものをもって行うこと

ができる。 
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附 則 

この条例は、令和７年５月１日から施行する。 

 

   提 案 理 由 

 特定非営利活動法人等が行う提出等並びに横浜市が行う通知等及

び縦覧等について、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信技術を利用する方法により行うことができるようにするため、

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正したいので提案する。 
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参  考  

   特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 施 行 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行) 

目 次 

   （ 第 １ 章 か ら 第 ３ 章 ま で 省 略 ） 

        第 31 条 の ２ 
 第 ４ 章  雑 則 （      ― 第 35 条 ） 
        第 32 条 

   （ 附 則 省 略 ） 

（ 情 報 通 信 技 術 を 利 用 す る 方 法 に よ る 手 続 ） 
 

第 31 条 の ２  法 第 74 条 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 情 報 通 信 技 
 

術 を 活 用 し た 行 政 の 推 進 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 14 年 法 律 第 151 号 
 

） 第 ６ 条 か ら 第 ８ 条 ま で の 規 定 に 基 づ き 、 法 第 74 条 に 規 定 す る 手 
 

続 を 電 子 情 報 処 理 組 織 （ 市 長 の 使 用 に 係 る 電 子 計 算 機 （ 入 出 力 装 
 

置 を 含 む 。 以 下 同 じ 。） と そ の 手 続 の 相 手 方 の 使 用 に 係 る 電 子 計 
 

算 機 と を 電 気 通 信 回 線 で 接 続 し た 電 子 情 報 処 理 組 織 を い う 。 以 下 
 

同 じ 。） を 使 用 す る 方 法 そ の 他 の 情 報 通 信 技 術 を 利 用 す る 方 法 に 
 

よ り 行 う 場 合 に つ い て 必 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。 
 

２  第 ４ 条 第 ２ 項 、 第 16 条 各 項 、 第 18 条 及 び 第 24 条 の 規 定 に よ る 書 
 

類 の 提 出 に つ い て は 、 こ れ ら の 規 定 に か か わ ら ず 、 電 子 情 報 処 理 
 

組 織 を 使 用 す る 方 法 で あ っ て 規 則 で 定 め る も の を も っ て 行 う こ と 
 

が で き る 。 
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